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－国保 1－

平成27年度曽於市国民健康保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成27年度曽於市国民健康保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について

報告します。

国民健康保険制度は，長期的な安定運営を確保していくため，逐次，法の改正が

行われ，国保財政の健全化を図りつつ現在に至っています。

平成27年度は，財政基盤を強化する観点から，保険者支援制度や都道府県単位の

共同事業等の対策が講じられ，平成27年５月に持続可能な医療保険制度を構築する

ための国民健康保険法等の一部を改正する法律が成立したことを受けて，低所得者

向けの保険料軽減措置や保険者支援制度の拡充等の財政支援が実施されました。

本市においては，加入者の高齢化等を背景に依然として医療費は増加傾向にある

ため，生活習慣病の早期発見・早期予防を図るため，特定健康診査及び特定保健指

導事業等を充実させるとともに，受診率向上の一環で特定健診とがん検診を組み合

わせたミニドックや30歳から39歳までの早期介入健康診査・保健指導を実施しまし

た。

また，医療費適正化及び重症化予防のため，平成24年度から脳卒中対策プロジェ

クト事業に，平成26年度から慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策連携事業に取り組みました。

予算執行状況については，歳入総額6,921,516,065円，歳出総額6,868,398,549円となり，

歳入歳出差引額は53,117,516円になったところです。しかし，単年度における実質

的な収支は，前年度繰越金277,399,945円及び法定外繰入金90,000,000円,を差し引

くと314,282,429円の赤字となったところです。

今後，全国的に景気回復基調にある中，地方までの景気回復は不透明であるた

め健全財政に向けて，さらに医療費の適正化及び特定健康診査・特定保健指導の充

実に努めます。なお，被保険者の状況は，次のとおりです。

１ 世帯数・被保険者数(3月～2月分年間平均) (単位：世帯，人)

区 分
世 帯 被 保 険 者

世 帯 数 対前年度比 被保険者数 対前年度比

一般被保険者 6,563 △69(△1.04%) 11,089 △223(△1.97%)

退職被保険者 445 △97(△17.90%) 543 △151(△21.76%)

計 7,008 △166(△2.31%) 11,632 △374(△3.12%)
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２ 歳入の概要

⑴ 国民健康保険税(医療分＋後期分＋介護分) (単位：円)

区 分 調 定 額 収入済額 収納率
対前年度比

収納率 収入済一人当たり

一般分(現年課税分) 812,789,922 765,518,976 94.18% 0.31%

一 人 当 た り 73,297 69,034 △498

一般分(滞納繰越分) 192,196,230 36,612,890 19.05% △2.36%

退職分(現年課税分) 48,968,178 47,436,724 96.87% △0.33%

一 人 当 た り 90,181 87,360 △894

〃 (滞納繰越分) 8,242,818 1,769,210 21.46% △0.36%

計 1,062,197,148 851,337,800 80.15% 0.70%

※ 一般被保険者11,089人，退職被保険者543人

⑵ 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

区 分 収入済額 対前年度比 増減理由

国 庫 療養給付費等負担金 959,741,260 △42,257,433 療養給付費，介護

保険給付費減

〃 高額医療費共同事業負担金 37,515,086 4,280,480

〃 特定健康診査等負担金 5,808,000 △1,205,000

〃 調整交付金 526,633,000 △15,010,000 特別調整交付金減

基 金 療養給付費等交付金 234,905,690 △160,598,858 退職療養費減

〃 前期高齢者交付金 1,486,369,705 80,730,185 療養給付費増

県 高額医療費共同事業負担金 37,515,086 4,280,480

〃 特定健康診査等負担金 5,808,000 △1,205,000

〃 調整交付金 300,219,000 14,763,000 普通調整交付金増

連合会 共同事業交付金 1,590,512,214 763,636,446 高額・保財政分増

一 般 一般会計繰入金 561,487,516 25,340,191 保健基盤安定分増

計 5,731,752,557 657,992,491

３ 歳出の概要

⑴ 保険給付費

ア 療養給付費

診療報酬分であり，個人負担分を除いた額を医療機関等へ支払ったもの。

(単位：円)

区 分 療 養 給 付 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 3,360,519,682 303,050 20,485(7.25%)

退職被保険者 169,368,815 311,913 △16,843(△5.12%)

計 3,529,888,497 303,464 18,229(6.39%)
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イ 療養費

柔道整復料や補装具料，はり灸等の利用に対する直接或いは間接的な給付費。

(単位：円)

区 分 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 31,946,124 2,881 46(1.62%)

退職被保険者 1,224,324 2,255 △87(△3.71%)

計 33,170,448 2,852 45(1.60%)

ウ 高額療養費

被保険者が同月内において同一医療機関で支払った額が自己負担限度額を

超えた場合に差額を給付するもの。（一般被保険者高額介護合算療養費を含む。）

(単位：円)

区 分 高 額 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 525,845,027 47,420 5,697(13.65%)

退職被保険者 31,561,325 58,124 1,006(1.76%)

計 557,406,352 47,920 5,307(12.45%)

⑵ 後期高齢者支援金等

後期高齢者の医療費及び事務費に係る支援分を支払基金へ拠出するもの。

(単位：円)

区 分 27 年 度 26 年 度 対 前 年 度 比

後期高齢者支援分 613,344,395 628,369,173 △15,024,778(△2.39％)

事務費拠出金 42,469 46,301 △3,832(△8.28％)

計 613,386,864 628,415,474 △19,614,516(△2.39％)

⑶ 共同事業拠出金

高額医療費及び療養給付費等に係る負担分を国保連合会に拠出するもの。

(単位：円)

区 分 27 年 度 26 年 度 対 前 年 度 比

高 額 医 療 分 150,060,347 132,938,424 17,121,923(12.88%)

保険財政安定化分 1,520,488,345 694,835,804 825,652,541(118.83%)

計 1,670,548,692 827,774,228 842,774,464(101.81%)

⑷ 特定健診・特定保健指導及び４０歳未満健康診査

生活習慣病の予防及び早期発見のために実施しました。

(単位：円)

区 分 27 年 度 26 年 度 対 前 年 度 比

特定健診等委託料 18,684,896 20,680,961 △1,996,065（△9.65％）

特定保健指導委託料 334,268 389,932 △55,664（△14.28％）

40歳未満健康診査委託料 2,066,836 2,067,826 △990（△0.05％）
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項 目 受 診 状 況 等

特定健診受診者数 集団2,823人，個別186人，情報提供286人

40歳未満健康診査 集団144人

特定保健指導受診者数 動機づけ支援118人，積極的支援12人

⑸ 脳卒中対策プロジェクト事業

平成24年度から,鹿児島県の脳卒中対策プロジェクトモデル事業に取り組み

ました。

検査名 受診状況

頸部エコー検査 191人（要精密検査4人）

⑹ 健康づくり支援教室

生活習慣病予防やメタボリックシンドローム予防，生活習慣病重症化予防の

ため実施しました。

筋力アップ教室（4会場) 参加実人員138人,延人員2,507人，実施回数140回

⑺ その他 （単位：円）

項 目 決 算 額 主 な 内 容

総務費 62,400,356 人件費・事務費及び徴税費等

出産育児諸費 13,844,000 33人分(対前年度 12人減)

葬祭諸費 2,340,000 78人分(対前年度20人減)

介護納付金 267,838,796 介護保険第２号被保険者(40歳～64歳)によ

る第1号被保険者に対する支援分

保健事業費 52,993,504 特定健康診査，特定保健指導事業

諸支出金 54,881,070 保険税還付金，平成26年度療養給付費等負

担金の確定による返還金



平成27年度曽於市介護保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成27年度曽於市介護保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について報告

します。

介護保険制度は施行され16年が経過しました。この間，社会情勢に対応し制度の

改正を行い今日に至っています。

2025年には団塊の世代が75歳を超えることが予想され，日本社会は超高齢社会

の中で認知症高齢者などの要介護者の増加に向き合うことになります。

曽於市においても、65歳以上の高齢化率は既に35％を超え，新しい介護予防に

向けた取り組みが課題となっています。

このような中，平成27年度の介護保険特別会計は，次のような実績になりました。

歳入については，保険料，国庫支出金，県支出金，一般会計からの繰出金が主な

もので歳入総額は5,290,180,878円になり，歳出については，人件費などの一般管

理費と介護保険組合への認定審査会の負担金，保険給付費，地域支援事業の予防事

業などで歳出総額は5,054,747,544円になりました。

歳入歳出差し引き額は235,433,334円です。

平成27年度は，第6期計画（3年で1期）の初年度にあたることから，介護保険の

制度上3年間は保険料は変わらないので、この繰越金は2年目、3年目に繰越して前

年度の精算に伴う，国県への償還金や必要な給付の財源になります。

今後も予防事業や啓発に努めながら，健全財政へ向けて取り組みます。

１ 介護認定者数及び介護サービス利用者数の概要

⑴ 第1号被保険者数・利用者数・介護認定者数 (単位：人)

区 分 27年度実績 26年度実績 対前年度比
第 1号被保険者数 (年度末） 14,072 14,014 58(0.41%)

月 平 均 利 用 者 数 2,547 2,472 75(3.03%)

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 1,135 1,095 40(3.65%)

居 宅 介 護 予 防 サ ー ビ ス 552 541 11(2.03%)

施 設 介 護 サ ー ビ ス 526 521 5(0.96%)

地域密着型サービス(介護予防) 334 315 19(6.03%)

介 護 認 定 者 数 （ 年 度 末 ） 3,054 2,995 59(1.97%)

第１号認定者数(65歳以上) 2,992 2,936 56(1.91%)

第２号認定者数(40歳以上) 62 59 3(5.08%)

第1号様式



第1号様式

２ 歳入の概要

⑴ 第1号介護保険料(65歳以上) (単位：円)

区 分 調 定 額 収入済額 収納率
対前年度比

収納率 収 入 済
一人当たり

現年度分特別徴収 704,919,800 707,220,100 100.33% 0.2

一人当たり(12,592人) 55,982 56,164 7,130

現年度分普通徴収 62,684,600 55,567,200 88.65% △1.27

一人当たり( 1,480人) 42,354 37,545 △2,307

〃 (滞納繰越分) 10,491,250 2,267,500 21.61% △2.46

計 778,095,650 765,054,800 98.32% 0.10

⑵ 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

区 分 27年度収入済額 26年度収入済額 対前年度比

国庫 介護給付費負担金 898,853,989 854,864,303 43,989,686

〃 調整交付金 541,322,000 528,921,000 12,401,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 4,166,500 4,339,000 △172,500

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 25,173,720 24,568,210 605,510

〃 介護保険事業費補助金 1,290,000 576,000 714000

基金 介護給付費交付金 1,333,946,000 1,373,778,000 △39,832,000

〃 地域支援事業交付金 4,666,000 5,719,256 △1,053,256

県 介護給付費負担金 716,906,000 704,178,000 12,728,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 2,018,550 2,152,069 △133,519

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 12,586,860 12,284,105 302,755

〃 高齢者元気度アップポイント事業補助金 1,345,000 831,500 513,500

市 介護給付費繰入金 618,866,000 605,605,000 13,261,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 2,083,250 2,169,500 △86,250

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 12,586,860 11,668,695 918,165

〃 低所得者保険料軽減繰入金 14,137,200 0 14,137,200

〃 事務費繰入金 64,976,995 67,273,159 △2,296,164

〃 人件費繰入金 84,883,735 84,151,421 732,314

個人 地域支援事業負担金 1,073,400 965,100 108,300

計 4,340,882,059 4,284,044,318 56,837,741



第1号様式

３ 歳出の概要

総務費151,150,730円は，総務管理費89,051,126円，賦課徴収費577,604円, 介

護認定審査会費61,522,000円を支出しました。

また，その他諸費4,461,147円は審査支払手数料を支出しました。

４ 保険給付費 4,778,870,658円

⑴ 介護サービス等諸費

介護利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給 付 費 等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

居宅介護サービス 1,422,633,822 101,097 2,133(2.16%)

特例居宅介護サービス 3,067,596 218 101(86.32%)

地域密着型介護サービス 926,895,518 65,868 3,587(5.76%)

特例地域密着型介護サービス 0 0 0

施設介護サービス 1,602,576,935 113,884 △3,643(△3.10%)

特例施設介護サービス 0 0 0

居宅介護福祉用具購入費 3,787,275 269 37（15.95%）

居宅介護住宅改修費 12,519,075 890 171(23.78%)

居宅介護サービス計画 163,227,166 11,599 483(4.35%)

特例居宅介護サービス計画 0 0 0

計 4,134,707,387 293,825 2,869(0.99%）

⑵ 介護予防サービス等諸費

介護予防利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

介護予防サービス 175,081,876 12,442 △2,129(△14.61%)

特例介護予防サービス 0 0 0

地域密着型介護予防サービス 5,265,846 374 50(15.43%)

特例地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ 0 0 0

介護予防福祉用具購入費 2,265,671 161 48(42.48%)

介護予防住宅改修費 10,512,817 747 138(22.66%)

介護予防サービス計画 28,142,040 2,000 85(4.44%)

特例介護予防サービス計画 0 0 0

計 221,268,250 15,724 △1,808(△10.31%)
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⑶ 高額介護及び特定入所者介護サービス等費の状況

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

高額介護サービス 116,099,059 8,250 177(2,19%)

高額介護予防サービス 192,865 14 2（16.67%）

高額医療合算介護サ－ビス費 14,898,720 1,059 △494(△31.81%)

高額医療合算介護予防サ－ビス費 78,837 5 △8(△61.54%）

特定入所者介護サービス 291,116,170 20,688 1,335(6.90%)

特例特定入所者介護サービス 426,660 30 23（328.57%）

特定入所者介護予防サービス 82,710 6 2（50.00%）

特例特定入所者介護予防サービス 0 0 0

計 422,895,021 30,052 1,037(3.57%）

⑷ 地域支援事業費は，介護予防事業，包括的支援事業・任意事業に二人分の職

員給を含めて国県補助等を受けながら事業を実施し，78,714,995円を支出しま

した。

平成27年度に実施した主な事業は次のとおりです。

ア 介護予防教室

運動機能が低下し，要支援・要介護状態に陥るリスクの高い２次予防事業

対象者を対象に２次予防事業対象者介護予防教室を実施しました。また，下

半期は継続参加者以外の新規参加者向けの介護予防教室も実施しました。

区 分 実 施 内 容 参加者 事 業 費

2次予防事業 市内６箇所で週１回，４月か
上半期 108人

対象者介護 ら９月までと10月から３月ま

予防教室 での６か月間を２回実施
下半期 100人

7,326,633円

市内６箇所で週１回，１月か
新 規 10人

ら３月までの３か月間実施

イ 地域介護予防活動支援(ボランティア活動)事業

地域における介護予防活動を推進するため，各地域に地域支援ボランティ

アを組織し育成しながら会員の資質向上を図るとともに，補助員として介護

予防教室をフォローしてもらうことを目的に補助金を交付しました。

補助金交付先 地域支援ボランティアの登録者数 交付金額

曽於市社会福祉協議会 大隅29人，末吉30人，財部14人
1,000,000円

計73人



第1号様式

ウ 地域自立生活支援(高齢者相談窓口)事業

市内３か所の在宅介護支援センターにおいて要支援高齢者等のさまざまな

相談を受けるとともに，相談内容に即したサービス又は制度に関する情報提

供や関係機関の紹介等を行いました。

委 託 先 相 談 内 容 実態把握件数 委託料

医療法人愛誠会 介護方法・介護サービス 523件 2,046,000円

曽於市社会福祉協議会 医療・福祉器具利用 994件 2,988,000円

医療法人参篤会 住宅改修等に関する相談 1,623件 4,246,000円

合 計 3,140件 9,280,000円

エ 地域自立生活支援(緊急通報システム)事業

ひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯に緊急通報装置を設置し，緊

急時の早急な対応を図りました。また，希望する家族等には，高齢者の家電

製品の使用状況をメール配信しました。

設置者数 個人負担金 委託先 委託料

288人 300円/月 周南マリコム(株) 13,044,768円

オ 家族介護継続支援(介護用品支給)事業

要介護高齢者の介護を行っている家族等介護用品(紙おむつ等)を支給する

ことにより経済的負担の軽減を図り，要介護高齢者の在宅生活の継続及び向

上を図りました。

支給対象者 扶助費

55人(延べ378月分) 2,210,663円

カ 訪問給食サービス事業
ひとり暮らしの高齢者等に食事を提供することにより，見守りを含めた健

康の保持や自立生活の維持を図りました。

配食者数 個人負担金 委託先 委託料

３人 ・市民税非課税 300円 末吉 (有)和升 81,750円

（末吉2人） ・市民税均等割のみ課税 350円 大隅 市社協 77,000円

（大隅1人） ・市民税所得割課税 400円 財部 (株)かかし亭 0円

（財部0人）

キ 高齢者元気度アップ・ポイント事業

高齢者の健康づくりや社会参加活動に対して，地域商品券に交換できるポ

イントを付与することにより，高齢者の健康づくりや介護予防の促進，社会

参加活動を通じた生きがいづくりの推進を図りました。

参加者 報償費 事業費

1,551人 2,690,000円 2,897,404円



ク 認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業

介護認定又は要支援状態区分で要支援２の認定を受けた者を受け入れ，家

賃等の費用負担が困難な低所得者に対し利用者負担の軽減を行っている事業

者を対象として助成を行い，認知症高齢者及びその家族の経済的負担の軽減

を図りました。

対象者 助成金

88人（3月末）

市内12施設 19,505,400円

市外 3施設

⑸ 基金積立金は，介護保険基金積立金243,736円を積み立てました。

⑹ 諸支出金41,306,278円は，第１号被保険者保険料還付金1,442,400円，第1号

被保険者還付加算金1,000円,介護給付費及び地域支援事業費精算による国

庫支出金6,973,260円，支払基金1,303,952円,県支出金16,959,188円の償

還金と一般会計への繰出金14,626,478円を支出しました。

第1号様式



－後期 1－

平成27年度曽於市後期高齢者医療特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成27年度曽於市後期高齢者医療特別会計の主要施策の成果及び予算執行につい

て報告します。

平成20年４月１日より，これまでの「老人保健法」の医療制度にかわって，「高

齢者の医療の確保に関する法律」に係る75歳以上（65歳～74歳で一定の障害のある

方を含む。）を対象とした後期高齢者医療制度が施行されました。

これまでの制度では，被保険者は国保あるいは社保に加入しており，自治体や社

会保険事務所等が保険者でありましたが，施行後は各都道府県ごとの後期高齢者医

療広域連合が保険者となり，保険料の制定や医療費の支払等を行っています。市町

村は，所得割と均等割を基に被保険者一人ひとりに賦課された保険料の収納と保険

証交付等の窓口業務を行っています。

予算執行状況については，歳入総額546,749,326円,歳出総額543,434,394円とな

り，歳入歳出差引額(28年度へ繰越)は3,314,932円になったところです。この繰越

額については出納整理期間中の27年度分保険料等であり，28年度会計で広域連合に

納付するものです。

１ 歳入の概要

⑴ 後期高齢者医療保険料

区 分 人 数 調 定 額 備 考

所 得 割 1,951人 143,539,000円 特別徴収保険料

均 等 割 8,615人 443,672,500円 調定額 187,836,100円

小 計① 587,211,500円 収納額 188,031,100円

９ 割 軽 減 2,454人 113,865,000円 収納率 100.1％

９割軽減（被扶養者） 830人 38,512,000円

８．５割軽減 2,803人 122,771,400円 普通徴収保険料

５割軽減 801人 20,665,800円 調定額 89,485,900円

２ 割 軽 減 453人 4,665,900円 収納額 87,689,700円

月割軽減等 10,783,300円 収納率 97.99％

小 計② 311,264,000円 1人当たり調定額

現年度分①－② 275,947,500円 合計調定／8,615人＝32,031円

滞 納 繰 越 分 1,374,500円

合 計 277,322,000円

第1号様式



－後期 2－

第1号様式

⑵ 一般会計繰入金・諸収入・国庫補助金 (単位：円 )

区 分 収入済額

市 事務費 1,080,865

市 人件費繰入金 25,213,102

県・市 保険基盤安定繰入金 240,972,927

計 267,266,894

２ 歳出の概要

⑴ 総務費

総務管理費は，人件費25,213,102円及び消耗品等の事務費1,030,065円で，

徴収費は，印刷製本費156,600円が主なものです。

⑵ 後期高齢者医療広域連合納付金

被保険者保険料については，特別徴収分7,226人分で188,003,700円，普通徴

収分1,389人分で87,671,300円を支出しました。

保険料軽減を補填するための基盤安定負担金は，県（3／4）180,729,696円，

市（1／4）60,243,231円の合計で240,972,927円を支出しました。



平成27年度笠木簡易水道事業特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告

平成27年度笠木簡易水道事業特別会計の成果及び予算執行について報告します。

笠木簡易水道は，笠木地区・鍋地区・桂地区・牧地区の地域水道を平成26年度から平成

28年度の3年間の計画により整備を行います。

総事業費は，562,538,020円（管布設総延長18,090.3ｍ）となります。本事業が整備さ

れることにより安心・安全な水の供給が図られ，生活基盤の強化も図られます。

平成27年度事業は，鍋水源地取水ポンプ改良，電気・計装設備の整備及び管路整備

（配水管6,818.6ｍ 導水管35.3ｍ）を施行しました。

当初予算額は，221,257,000円でありましたが，その後補正により最終予算額は，

203,196,000円となりました。

決算額は，歳入206,283,167円，歳出総額186,468,517円で歳入歳出差引額は，

19,814,650円となりました。

以下，決算状況について報告します。

事業の進捗状況

平成26～28年度計画 平成27年度 平成26年度 進捗率

総事業費 562,538,020円 175,399,400円 204,930,000円 67.6 %

設計・管理費 38,488,000円 10,054,800円 19,278,000円 76.2 %

管理棟建設費 17,121,114円 0円 11,534,077円 67.4 %

配水池築造費 60,585,094円 3,929,109円 42,017,320円 75.8 %

電気・計装設備費 73,810,265円 21,641,844円 37,570,323円 80.2 %

管路整備費 372,533,547円 139,773,647円 94,530,280円 62.9 %

配水管 16,209.1ｍ 6,818.6ｍ 3,731.1ｍ 65.1 %

導水管 1,881.2ｍ 35.5ｍ 1,845.7ｍ 100.0 %

－ 簡水1 －



－ 簡水2 －



平成27年度曽於市生活排水処理事業特別会計主要施策の成果

及び予算執行報告書

平成27年度曽於市生活排水処理事業特別会計の成果及び予算の執行について報告しま

す。

近年の生活様式の多様化に伴い，河川や湖沼などの汚濁は，生活排水とりわけ台所や

風呂等からの未処理の生活雑排水が大きな原因となっていることから，その適正な処理が

重要な課題となっています。

このようなことから，生活排水対策をさらに効果的に推進するため，曽於市財部町の地

域の特性に最も適した効果的かつ財政的に負担の少ない，浄化槽市町村整備推進事業に平

成14年度から着手しているところです。

事業導入から14年目の平成27年度は，設置した浄化槽の維持管理，法定検査の実施，使

用料の徴収並びに浄化槽設置工事に係る入札執行，現場指導監督に取り組みました。

平成27年度は，設置基数50基の目標を立て推進したところ，5人槽25基，7人槽2基，18

人槽1基の計 28基（平成26年度50基）を設置しました。

決算の概要は，歳入総額83,522,791円，歳出総額80,731,079円となり，歳入歳出差引額

は，2,791,712円となりました。

歳入の主なものですが，分担金及び負担金3,862,470円は，歳入総額の4.6％を占め，工

事分担金が主なものです。

使用料及び手数料39,220,784円は，歳入総額の47.0％を占め，浄化槽使用料が主なもの

です。

国庫支出金12,951,000円は，歳入総額の15.5％を占め，国庫補助金です。

繰入金22,750,000円は，歳入総額の27.2％を占め，一般会計からの繰入金です。

市債2,600,000円は，歳入総額の3.1％を占め，下水道事業債です。

次に，歳出ですが，総務費31,797,303円は，歳出総額の39.4％を占め，一般管理に要し

た経費3,039,078円，施設管理に要した経費28,758,225円です。

生活排水処理事業費21,511,269円は，歳出総額の26.6％を占めています。

公債費17,948,531円は，歳出総額の22.2％を占め，地方債償還元金14,783,717円，地方

債償還利子3,164,814円です。



年度別合併処理浄化槽の設置状況 （単位：基）

人槽別 設 置 年 度 計

14～20 21 22 23 24 25 26 27

5人槽 390 62 40 54 50 50 41 25 712

7人槽 125 12 7 5 7 6 7 2 171

10人槽 18 1 1 1 2 23

11人槽 1 1

12人槽 5 5

13人槽 2 2

15人槽 1 1

16人槽 1 1

18人槽 1 1 1 3

19人槽 1 1

20人槽 1 1

21人槽 1 1

26人槽 1 1

30人槽 1 1

35人槽 1 1 2

40人槽 3 3

43人槽 1 1

50人槽 1 1 2

75人槽 1 1

計 554 76 48 61 57 59 50 28 933



－ 下水1 －

平成27年度曽於市公共下水道事業特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告

平成27年度曽於市公共下水道事業特別会計の成果及び予算執行について報告します。

下水道は，生活環境の改善のみならず，河川等の公共用水域の水質を保全するためにも

重要な施設です。本市では，平成９年度より事業を開始しており，19年が経過しています。

曽於市下水道浄化センターの１期工事が完成し，平成15年度末に供用開始を行い，平成

16年度より２期区域の工事を進めながら下水道への接続を推進しているところです。

平成27年度事業は，枝線管渠4工区（管渠延長313.10ｍ）を施工しました。これにより，

幹線管渠5,090.78ｍ，枝線管渠43,668.35ｍ,管渠総延長48,759.13ｍが整備されたことに

なります。

下水道浄化センターにおいては，計画処理水質を上回る良好な運転をし，接続戸数も計

画に沿って伸びています。

当初予算額は，203,192,000円でありましたが，その後補正により最終予算額は，

201,350,000円になりました。

決算額は，歳入総額206,223,835円，歳出総額197,277,745円で歳入歳出差引額は,

8,946,090円となりました。

以下，決算状況について報告します。

事業の進捗状況

平成25年度
平成26年度 平成27年度 計

以 前

総事業費 5,500,486千円 20,811千円 18,096千円 5,539,393千円

管渠築造費 3,132,786千円 0千円 0千円 3,132,786千円

処理場建設費 1,989,005千円 0千円 0千円 1,989,005千円

単独工事費 378,695千円 20,811千円 18,096千円 417,602千円

整備延長 47,900.52ｍ 545.51ｍ 313.10ｍ 48,759.13ｍ

幹 線 管 渠 5,090.78ｍ 0ｍ 0ｍ 5,090.78ｍ

枝 線 管 渠 42,809.74ｍ 545.51ｍ 313.10ｍ 43,668.35ｍ

接続戸数 1,310戸 61戸 95戸 1,466戸



－ 下水2 －




